
軽石除去に関する支援 農林水産省、国土交通省、環境省

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策の具体的内容

〇 令和３年８月に発生した海底火山「福徳岡ノ場」の噴火により、軽石の漂着による船舶の航行や漁業への影響等が生じている
ことから、港湾・漁港等や海岸に漂着している軽石の除去について、支援を実施する。

〇 港湾・漁港等に漂着した軽石については、国土交通省及び農林水産省の災害復旧事業等により、除去に要する経費の補助を行う。
〇 それ以外の海岸に漂着した軽石については、環境省の補助事業により、除去に要する経費の補助を行う。

＜国土交通省＞

事 業 名：港湾関係災害復旧事業等

事業内容：港湾施設及び港湾に係る海
岸又は海岸保全施設を復旧
等する事業。

補助率等：通常２／３、北海道・離島・奄
美・沖縄４／５ 等

＜農林水産省＞

事 業 名：漁港関係災害復旧事業等

事業内容：漁港施設及び漁港に係る海
岸又は海岸保全施設を復旧
等する事業。

補助率等：通常２／３、北海道・離島・奄
美・沖縄４／５ 等

軽石の漂着状況（沖縄県辺土名漁港） 軽石の漂着状況（鹿児島県与論港）

＜環境省＞

事 業 名 ： 海岸漂着物等地域対策推進事業

事業内容： 軽石を含む海洋ごみの 回収・処理等

補助率等： ９／１０～７／１０

9/10：離島、小笠原、奄美群島、沖縄
8/10：過疎、半島、有明海・八代海
7/10：上記以外
※ 自治体負担分の８割を特別地方交付税措置

軽石の漂着状況

（鹿児島県土盛海岸）
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自衛隊の変化する国際情勢への即応的な対応及び安定的な運用態勢等の確保 防衛省

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策の具体的内容

周辺国の軍事力強化を含め、我が国周辺の安全保障環境がこれまでにない速度で厳しさを増す中、変化する国際情勢に迅速に対応し、
国家の安全保障をしっかりと確保する。

ミサイル防衛能力や南西地域の島嶼部の防衛等に必要な防衛力強化を加速する。また、装備品等の安定的な納入を通じて、自衛隊の安
定的な運用態勢の確保を図るとともに、地元の負担軽減により防衛施設の円滑な運営を確保する。

①自衛隊の変化する国際情勢への即応的な対応

（防衛装備品の安定的な納入のための経費）

前金払いを実施することに加えて、金利の負担軽減を図ることで、納入
遅延リスクを軽減し、防衛装備品の安定的な納入を図る

②自衛隊の安定的な運用態勢等の確保

ペトリオット・システム 固定翼哨戒機（Ｐ－１）

多⽤途ヘリコプター
（ＵＨ－２）

感染症対処⽤器材

（総合ミサイル防空能力の強化）

基地防空⽤ＳＡＭ

（海空領域における能力の強化）

（機動・展開能力の強化）

輸送機（Ｃ－２）

（防衛施設の円滑な運営の確保）

米軍の抑止力を維持しつつ、沖縄県を始めとする地元の負担軽減を図る
ため、米軍再編を着実に実施

（隊員の生活・勤務環境の改善、衛生機能の強化）

被服等の整備
（持続性・強靭性の強化）

中距離空対空ミサイル
（ＡＡＭ－４Ｂ）
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 十分な装備を保有した巡視船や航空機の増強
武装化した中国海警船に対応可能な大型巡視船や日本海側の監視強化に必要な航空機の増強

 新技術により監視能力を高めた無操縦者航空機に係る情報処理システムの整備
導入に向けた情報処理システムの構築

 老朽巡視船艇の代替、施設の整備等
老朽化が著しい巡視船艇の代替のほか、尖閣領海警備等に必要な装備資機材の整備、新型コロナウイルス対策、
岸壁・格納庫の整備、宿舎修繕、所要の修繕費等

戦略的海上保安体制の構築等の推進 国土交通省

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策の具体的内容

一層厳しさを増す我が国周辺海域の情勢を踏まえ、「海上保安体制強化に関する方針」に基づく体制の強化など、戦略的海上
保安体制の構築等を着実に推進する。

・「海上保安体制強化に関する方針」に基づく領海警備体制の強化等
・治安・救難・防災業務の充実・強化

（イメージ）

大型巡視船

老朽化した巡視船

「海上保安体制強化に関する⽅針」に基づく体制強化の推進

大型巡視船

（イメージ）
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